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秋田県 建設部 技術管理課

1



2

①秋田県のＩＣＴ活用の目標値

②令和８年度の発注方針（案）

③アンケート調査

④取り組み内容
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① 秋田県のＩＣＴ活用の目標値

ＩＣＴ活用率の目標
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② 令和８年度の発注方針（案）【一般土木：土土】

※施工箇所点在：個別の施工箇所の土量で判断

土工量
型式

等
級

5,000㎥以上
1,000㎥以上
5,000㎥未満

ＩＣＴ簡易型ＩＣＴ発注者指定
Ａ

－－受注者希望

簡易型ＩＣＴ発注者指定
Ｂ

－－受注者希望

発注者指定

Ｃ
簡易型ＩＣＴ受注者希望
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② 令和８年度の発注方針（案）【舗装】

※施工箇所点在：個別の施工箇所の面積で判断

舗装面積
型式

等
級

5,000㎡以上
1,000㎡以上
5,000㎡未満

ＩＣＴ簡易型ＩＣＴ発注者指定
Ａ

－－受注者希望

簡易型ＩＣＴ発注者指定
Ｂ

－－受注者希望
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② 秋田総合計画～秋田再考への第一歩（素案）
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② 秋田総合計画～秋田再考への第一歩（素案）
施策１，２を実現するには

↓

ＩＣＴ活用等の推進が重要
↓

皆さんの協力が必須
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③ アンケート調査

令和８年度の発注方針（案）
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③ アンケート調査
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③ アンケート調査
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③アンケート調査
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③ アンケート調査
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③ アンケート調査
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③ アンケート調査
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③ アンケート調査
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③ アンケート調査
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③ アンケート調査
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④－(1)インフラＤＸ推進事業費補助金
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建設業従事者の減少や高齢化が進む中、頻発化・激甚化する災害への即時対応や、老朽化するインフラ維持を将来も安定的に維
持していくため、建設現場の生産性向上及び働き方改革のさらなる推進を図ることを目的として制定した。

目的

＜募集期間＞ 令和７年４月１日（火）～令和８年１月３０日（金）

概要

・秋田県内に主たる営業所を有し、秋田県の建設工事入札参加資格者名簿に登載されている者

対 象 者

対象事業

ＩＣＴ活用工事の普及による建設現場の生産性向上や、現場事務作業
のバックオフィス化による業務効率化等によって、インフラＤＸの推進に
取り組むことを目的とする次のいずれかの事業次のいずれかに該当す
る費用を助成

①３次元設計ソフトウェア導入に要する費用
②現場における事務作業のバックオフィス化に要する費用

（システム等導入、人材育成のための講習受講等に必要な経費）

補助率等

１ ／ ２ 以 内補助率

５０ 万 円
補助
上限額

１建設業者につき
１回

交付
回数
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④－(1)インフラＤＸ推進事業費補助金
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平面図等を元にＩＣＴ活用工事に使用する３次
元設計データを作成するソフトウェアで、作成
データはＩＣＴ建機施工のほか、従来施工でも
丁張設置や出来形管理に活用可能

3次元ソフトウェア

現場における事務作業のバックオフィス化

現場技術者が現場での作業終了後に実施して
いる工事書類作成や写真整理等の事務作業につ
いて、クラウド等のデータ共有の環境整備により
本社・テレワークの事務職員へ業務移行・集約す
ることにより、業務効率化を推進

※業務集約に伴う作業効率化ツールの導入も
「バックオフィス化」に含む

（施工管理、工事書類作成、経理・契約、コミュ
ニケーションツール等

データ共有等

の環境整備に
より業務を

移行・集約

バックオフィス業務
（本社・テレワーク）

書類作成

写真整理

資材発注

現場技術者は
本来の技術業務に集中

・ —
・ —
・ —

現 場 業 務

現場監督

施工管理

発注者協議

書類作成

写真整理

資材発注

技
術
業
務

事
務
作
業

他現場

技
術
業
務

事
務
作
業
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④－(2) ICT活用工事講習会
ICT活用工事講習会について

20

○秋田県におけるICTの全面的な活用（ICT活用工事）を普及促進させるため、受注者向けでICT活用工
事講習会を開催。

○日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所が講師となり、３次元設計データ作成作業の座学と屋内
での機器を用いた実習の内容。

【３次元データ作成の実習】

【測量機器等を使用した実習】
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④－ (3) ICT活用工事技術支援
ICT活用工事技術支援について

○ 秋田県におけるICTの全面的な活用（ICT活用工事）を普及促進させるため、県発注のICT活用工事を
受注する企業に対し、ICT活用に関するプロセスにおいて技術支援等を行う。

○ 技術支援は、当該年度に技術管理課が契約した、国土交通省が示すi-Constructionに関する基準類
を熟知し、ICT活用工事に関する専門的な知識を有する企業が行う。
（Ｈ３０年度からＲ７年度は、日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所が支援）

21

○ 年間：２現場程度を支援

⇒ 支援を希望する場合は、
工事監督職員にご相談ください
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④－（４）ヘルプデスクの開設
ヘルプデスクについて
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○ヘルプデスクではICT 活用モデル工事に関する疑問や相談等を受け付け、技術管理課 または一般社団法人日本建設機械施
工協会施工技術総合研究所が回答。

○ＩＣＴに関して些細な疑問でも解決できるようにサポート

［秋田県電子入札システム］
https://cals05.pref.akita.lg.jp/index.htmllg.jp/index.html
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令和８年度の発注方針（案）

土工量
型式

等
級

5,000㎥以上
1,000㎥以上
5,000㎥未満

ＩＣＴ簡易型ＩＣＴ発注者指定Ａ

簡易型ＩＣＴ発注者指定Ｂ

簡易型ＩＣＴ受注者希望Ｃ

舗装面積
型式

等
級

5,000㎡以上
1,000㎡以上
5,000㎡未満

ＩＣＴ簡易型ＩＣＴ発注者指定Ａ

簡易型ＩＣＴ発注者指定Ｂ
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ご静聴
ありがとうございました


